

































































































                                                   
1 大塚直「生活妨害の差止に関する裁判例の分析（1）～（4・完）」判タ 645号 18頁以下、同































































































































































































                                                   
3 大塚直「企業と予防原則――予防原則と民事訴訟の関係を中心として」石田眞＝大塚直編『労
働と環境』（日本評論社、2008）149頁以下。 
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の実務経験を提供することができると考える。現在、中国の侵権法の差止について、日
本法のような「人格権構成」がないが、物権的請求権がある。これは、権利説（物権的
請求権）と不法行為構成との並立・競合を意味する。 
 
第二に、環境民事公益訴訟を構築することである。 
自然資源・生態環境という環境公益は、人間の生命・健康・生活などの基盤である。
これらの汚染について、予防・防止する必要が認識されているものの、日本民法 709条
を根拠としては、差止訴訟を提起することができないと言わざるを得ない。個人による
権利利益ではないからである。 
事件性は環境公益訴訟の立法にとって重要な課題である。事件性の問題を乗り越える
ため、環境公益訴訟の法理は導入されるべきである。これは、日本法の立法論として、
緊急な課題であると思われる。 
中国法では、権利構成又は不法行為構成の様々な問題があるものの、環境公益につい
ては、先行した経験がある。これは日本法の環境公益訴訟の導入にとって有益な示唆を
与えることができると考えられる。まず、当事者適格について、環境保護団体が環境公
益訴訟の主体とすべきである。なお、補完として、環境保護団体が提訴しないとき、行
政機関が環境公益訴訟を提起することができる。次に、環境公益について、自然資源な
どの生態環境は保護対象となる。さらに、適格団体について、裁判所は一定基準を定め、
適格団体を認定する。 
 
 
三 
本稿における上述の日中比較下で、私見を述べてみる。 
第一に、中国法について、中国法の独自の侵権責任法と人格権法（立法論）との関係
に関して、生命・健康・身体侵害の救済のために、人格権法（立法論）による人格権的
構成の必要性を提案しておきたい。理由は、以下の通りである。 
（１）現代社会における原発事故のように深刻かつ不可逆的な侵害もみられるから、
生命・健康・身体は、その他の権利・利益よりも、さらなる重視する必要がある。即ち、
人格権とその他の権利・利益との一律保護ではなく、区別保護が必要である。 
（２）侵権法には、生命・健康・身体を重視し保護するという規定が足りない。立法
機関の侵権法に関する解釈によれば、権利と利益を区別せずに、一律保護するというこ
とである。そうすると、生命・健康・身体という人格権は、その他の利益と同じレベル
の保護を求めるしかない。要するに、侵権法においては、生命・健康・身体保護への重
視は、それ自体の重要性と一致していない。 
（３）人格権法が立法されれば、人格権については同法によって救済が見込まれるの
に対し、人格的利益は、侵権法を通じて保護される。これは、区別保護論の採用を意味
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する。①生命・健康・身体の特別保護として、環境汚染・リスクなどにより、侵害され
る蓋然性あるいは具体的危険性があれば、直ちに差止めができる。②これに対し、侵権
法 21条における「危険」について、違法性が必要であるから、人格的利益侵害の場合、
受忍限度を超える蓋然性があれば、差止めが認められる。 
生命・健康・身体侵害のとき、どのような要件で判断すべきかについて、受忍限度論
のような総合的考慮を前提とせず、蓋然性又は具体的危険性があるか否かによって判断
すべきだと考える。なお、差止めの方法が、事案によって異なるから、その方法を選ぶ
とき、総合的考慮に基づき考慮するのが、適切だと考える。 
 
第二に、中日法について、行政基準の適合と司法上の違法性判断との独立が必要であ
ると考える。 
まず、権利侵害の場合、行政基準の適否を判断しなくとも、違法性を認めるとする。侵害行為の
態様からみて、これは積極的侵害と思われる。 
次に、利益侵害の場合、行政基準を超えるとき、違法性を認めるとするのに対し、行政基準を超
えないとき、その他の加害行為の態様などと合わせ、違法性を判断する。これは消極的侵害と思わ
れる。 
最後に、環境公益侵害の場合、行政基準を超えるとき、違法性を認めるとするのに対し、行政基
準を超えないとき、その他の加害行為の態様などと合わせ、違法性を判断する。これも積極的侵
害と思われる。 
 
第三に、中日法について、環境公益に基づく差止めが必要である。 
まず、環境公益は権利利益と独立的である。その外延は、自然資源・生態環境である。
ただ、以下の二点に留意すべきであると考える。①人間の生命・健康・身体と関連しな
い自然資源・生態環境を、環境公益の主要な対象とする。それが侵害されたとき、環境
民事公益訴訟となる。②人間の生命・健康・身体と直接的に関連する自然資源・生態環
境が侵害されたとき、権利利益侵害とが同時に存在するから、人格権構成と環境公益構
成とが競合すると理解するのは適当である。また、不法行為構成との競合も理解するこ
とができる。 
次に、違法性要件について、環境公益侵害の場合、行政基準を超えるとき、違法性を認め
るとするのに対し、行政基準を超えないとき、その他の加害行為の態様などと合わせ、違法性を判
断する。 
さらに、適格団体を判定するにあたって、裁判所に適格団体認定の役割を果たさせる
のが適切である。とはいえ、白紙委任ではなく、以下のような認定基準を考える。①定
款に基づき、環境公益保護を目的とすること、②環境公益保護の一定規模の活動を継続
的に行うこと、③環境公益に関する有識者を含む会員の構成比率は、定款による環境公
益保護活動に相応しいこと、④環境公益保護のため、適当な資力があること。 
